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第64期 ( 平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで )

定時株主総会招集のご通知に際しての

インターネット開示事項

連結計算書類の連結注記表…………… １

計算書類の個別注記表………………… 15

上記の事項につきましては、法令および当社定款第16条の規定に基づき、

当社ホームページ（http://www.saisoncard.co.jp）に掲載しているものです。
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連結注記表

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記)
1. 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数　　　　　　　18社

主要な連結子会社の名称　　　㈱セゾンファンデックス
(2) 主要な非連結子会社の名称　　㈱エール

連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高（営業収益)、
当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも
連結計算書類に重要な影響を及ぼさないためであります。

2. 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した関連会社の数 ９社

持分法を適用した関連会社の名称 ㈱セゾン情報システムズ、出光クレジット㈱、ユーシ
ーカード㈱、りそなカード㈱、静銀セゾンカード㈱、
大和ハウスフィナンシャル㈱、髙島屋クレジット㈱、
㈱セブンＣＳカードサービス、㈱エンタテインメント
プラス

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社
主要な会社の名称　　　　　　㈱エール、㈱ヤマダフィナンシャル
持分法を適用しない理由
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う
額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連
結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分
法の適用範囲から除外しております。

－ 1 －
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3. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社の名称　　　　　　　　㈲エー・ダブリュ・スリー（12月31日)、㈲グランデ・
トラスト・ナイン（12月31日)、特定目的会社ＭＡＰＪ
（12月31日)、㈲バリュー・バランスを営業者とする匿
名組合（12月31日)、合同会社ＡＲＳ（12月31日)、㈱は
やぶさトラスト（12月31日)、㈲ＰＡＭ･Ｊ（12月31日)、
㈱セゾンファンデックス（１月31日)、ＪＰＮホールデ
ィングス㈱（１月31日)、ジェーピーエヌ債権回収㈱（１
月31日)、㈱ヒューマンプラス（１月31日)、㈱キンダー
ナーサリー（１月31日)、㈱アトリウムリアルティ（２
月28日）、㈱アトリウム（２月28日)、㈱アトリウム債
権回収サービス（２月28日)、㈱エー・アイ・シー（２
月28日)、㈱コンチェルト（２月28日）
上記の連結子会社の決算日現在の計算書類を使用して
おります。
但し、連結決算日との間に生じた重要な取引について
は、連結上必要な調整を行っております。

4. 会計処理基準に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
時価のあるもの　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額については、全部純資産直入法により処理し
ております。また、売却原価については、移動平均法に
より算定しております｡）

時価のないもの　　　　主として移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への
出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみ
なされるもの）については、組合契約に規定される決算
報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持
分相当額を純額で取り込む方法によっております。

②　デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ　　　　　　時価法

③　たな卸資産の評価基準及び評価方法
買取債権　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定）
販売用不動産　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定）
その他　　　　　　　　　主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下による簿価切下げの方法により算定）
但し、貯蔵品については最終仕入原価法

－ 2 －
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産　　　　　　主として定額法

(リース資産を除く)　　　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規
定する方法と同一の基準によっております。

②　無形固定資産　　　　　　定額法
(リース資産を除く)　　　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。但し、ソフトウエアにつ
いては利用可能期間（５年又は10年）に基づく定額法に
よっております。

③　リース資産　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定す
る定額法によっております。
なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所
有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き
続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に
よっております。

(3) 重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金

割賦売掛金等の諸債権及びリース投資資産の貸倒損失に備えるため、一般債権及び
要注意先債権に相当する債権については、一定の種類ごとに分類し、過去の一定期
間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率に基づき引き当てており、破産
更生債権等については、回収不能見込相当額を計上しております。

②　賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年
度における負担額を計上しております。

③　役員賞与引当金
役員賞与の支給に備えて、当連結会計年度における支給見込額を計上しておりま
す。

④　利息返還損失引当金
将来の利息返還の請求に備え、過去の返還実績等を勘案した必要額を計上しており
ます。

⑤　商品券回収損失引当金
当社が発行する商品券等の未回収分について、一定期間経過後に収益計上したもの
に対する将来の引換請求に備えるため、過去の回収実績を勘案した必要額を計上し
ております。

⑥　役員退職慰労引当金
一部の連結子会社において、役員に対する退職慰労金の支出に備えるため、内規に
基づく要支給見積額を計上しております。

⑦　債務保証損失引当金
債務保証のうち提携金融機関が行っている個人向けローン等に係る債務保証につ
いて将来発生する危険負担に備えるため、将来発生すると見込まれる損失見込額
を、実績率等を勘案して債務保証損失引当金として計上しております。

⑧　瑕疵保証引当金
販売用不動産の引渡後の瑕疵保証等による補修費用の支出に備えるため、過去の実
績を基礎に補修見積額を計上しております。

－ 3 －
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⑨　ポイント引当金
クレジットカードの利用促進を目的としてカード会員に提供しているポイント制
度における将来の交換費用の支出に備えるため、交換実績等に基づき将来発生する
と見込まれる交換費用負担額を計上しております。

(4) 重要な収益の計上基準
収益の計上は次の方法によっております。
（クレジットサービス事業）
包括信用購入あっせん
顧客手数料　　　　　残債方式又は7・8分法
加盟店手数料　　　　期日到来基準

カードキャッシング　　残債方式
証書ローン　　　　　　残債方式
業務代行　　　　　　　取扱高発生基準
クレジットサービス関連
個別信用購入あっせん
顧客手数料　　　　残債方式又は7・8分法
加盟店手数料　　　期日到来基準

（リース事業）
リース　　　　　　　　売上高を計上せずに利息相当額を各期へ配分する方法
個別信用購入あっせん　7・8分法

（ファイナンス事業）
信用保証　　　　　　　残債方式
ファイナンス関連
各種ローン等　　　　残債方式

(5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①　繰延資産の処理方法

社債発行費
社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

②　ヘッジ会計の処理
ヘッジ会計の要件を満たす取引については繰延ヘッジ処理によっております。な
お、特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例処理によっております。

③　のれんの償却方法及び償却期間に関する事項
20年以内のその効果が及ぶ期間にわたって均等償却しております。

④　消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式で計上しております。但し、固定資産に係る控除対
象外消費税等は長期前払消費税等として、投資その他の資産の「その他」に計上
し、均等償却しております。

(表示方法の変更に関する注記)
貸借対照表関係
前連結会計年度まで無形固定資産の「その他」に含めて表示しておりました「ソフトウ
エア仮勘定」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しました。
なお、前連結会計年度の「ソフトウエア仮勘定」は、99,101百万円であります。

－ 4 －
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(連結貸借対照表に関する注記）
1. 割賦売掛金

当連結会計年度末において、流動化している割賦売掛金残高は次のとおりであります。
カードショッピング
１回払い債権等 48,000百万円

なお、割賦売掛金に含まれている流動化に伴う未収金債権は次のとおりであります。
カードショッピング
１回払い債権等 5,932百万円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 46,883百万円

3. 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産 担保に係る債務

種　　類 期末残高 種　　類 期末残高

リース投資資産 7,493百万円
１年内返済予定の
債権流動化借入金

7,493百万円

計 7,493百万円 計 7,493百万円

4. ｢１年内返済予定の債権流動化借入金」は、リース投資資産の流動化に伴い発生した債務
であります。

5. 投資有価証券のうち1,253百万円については、株券貸借契約を締結しております。

6. 偶発債務
債務保証
提携金融機関が行っている個人向けローンに係る顧客 209,318百万円
提携金融機関が行っている絵画担保融資に係る顧客 76百万円
提携金融機関等が行っている不動産担保ローンに係る顧客 16,359百万円

計 225,755百万円

7．整理事業関連資産
不動産関連事業の再構築に伴い、継続事業と撤退事業に区分したことにより、撤退事業
に関連する資産を「整理事業関連資産」として投資その他の資産に計上しております。
「整理事業関連資産」の内訳は次のとおりであります。

不 動 産 81,127百万円
債 権 22,951百万円

計 104,078百万円

－ 5 －
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8. 貸出コミットメント
（貸手側）
当社及び一部の連結子会社は、クレジットサービス事業において、クレジットカード業
務に附帯するキャッシングサービス及びカードローン業務を行っております。
当該業務及び関係会社に対する極度貸付における貸出コミットメントに準ずる貸出未実
行額は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 4,224,509百万円
貸 出 実 行 残 高 247,044百万円

差  引  額 3,977,465百万円

なお、上記の貸出コミットメントに準ずる契約においては、その殆どがクレジットカー
ドの附帯機能であるキャッシングサービスとして当社の会員に付与しているものである
ため、必ずしも貸出未実行額の全額が貸出実行されるものではありません。

（借手側）
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行５行と貸出コミットメント契約
を締結しております。当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入金未実
行額は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 125,000百万円
借 入 実 行 残 高 －百万円

差  引  額 125,000百万円

(連結損益計算書に関する注記)
 営業外費用

不動産関連事業の再構築に伴い、継続事業と撤退事業に区分したことにより、撤退事業
に関連する損益を「整理事業関連損失」として営業外費用に計上しております。「整理
事業関連損失」の内訳は次のとおりであります。

不動産売却損益（△は損失） 1,769百万円
賃貸収益（純額） 2,015百万円
その他 △5,692百万円

計 △1,907百万円

－ 6 －
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(連結株主資本等変動計算書に関する注記)
1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 185,444,772 株

2. 配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配 当 金
の 総 額

１株当たり
配当額

基 準 日 効力発生日

平成25年６月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 5,511百万円 30円00銭 平成25年３月31日 平成25年６月27日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度と
なるもの

決議(予定) 株式の種類 配当の原資
配 当 金
の 総 額

１株当たり
配当額

基　準　日 効力発生日

平成26年６月27日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 5,511百万円 30円00銭 平成26年３月31日 平成26年６月30日

(金融商品に関する注記)
1. 金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、クレジットサービス事業、リース事業、ファイナンス事業、不動産
関連事業、エンタテインメント事業を行っております。これらの事業を行うため、市場
の状況や長短のバランスを調整して、銀行借入れによる間接金融のほか、社債やコマー
シャル・ペーパーの発行、債権流動化による直接金融によって資金調達を行っておりま
す。このように、主として金利変動を伴う金融資産及び金融負債を有しているため、金
利変動による不利な影響が生じないように、当社では、資産及び負債の総合的管理（ALM）
を行っております。また、その一環として、金利スワップ等の活用によるデリバティブ
取引も行っております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
当社グループが保有する金融資産は、主としてクレジットカード会員に対する割賦売

掛金であり、会員の返済状況の悪化等によってもたらされる信用リスクに晒されており
ます。当期の連結決算日現在における割賦売掛金のうち、多くはクレジットサービス事
業に対するものであり、当該事業を巡る経済環境（景気後退に伴う雇用環境、家計可処
分所得、個人消費）等の状況の変化により、契約条件に従った債務履行がなされない可
能性があります。
また、（営業）投資有価証券は、主に株式、債券、投資信託及び組合出資金等であり、

純投資目的及び事業推進目的で保有しております。これらは、それぞれ発行体の信用リ
スク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに晒されております。
借入金、社債及びコマーシャル・ペーパー等の有利子負債は、想定以上の金融情勢の

変動や当社グループの格付けの引下げなど一定の環境の下で当社グループが市場を利用
できなくなる場合など、支払期日にその支払いを実行できなくなる流動性リスクに晒さ
れております。また、変動金利の借入を行っており、金利の変動リスクに晒されており
ますが、一部は金利スワップ取引を行うことにより当該リスクを回避しております。

－ 7 －
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デリバティブ取引にはALMの一環で行っている金利スワップ取引があります。当社で
は、これらヘッジ手段として、ヘッジ対象である借入金に関わる金利の変動リスクに対
してヘッジ会計を適用しております。これらのヘッジ開始時から有効性判定時点までの
期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、両
者の変動額等を基礎にして、ヘッジの有効性を評価しております。

このほか、金利スワップ取引をヘッジ手段として、ヘッジ対象である長期借入金に金
利スワップの特例処理を行っているものがあります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
① 信用リスクの管理

当社グループは、当社の信用リスクに関する管理諸規程に従い、継続的な債権内容
の健全化に努めており、与信限度額、信用情報管理、内部格付けなど与信管理に関す
る体制を整備し、運営しております。これらの与信管理は、定期的に取締役会等を開
催し、審議、報告を行っております。（営業）投資有価証券は、ALM委員会において、
信用情報や時価の把握を定期的に行うことで管理しております。また、長期貸付金
は、関係部門が与信先の信用リスク状況などについて定期的にモニタリングを行って
おります。デリバティブ取引のカウンターパーティーリスクに関しては、契約不履行
により生ずる信用リスクを回避するため、契約先を信用度の高い内外の銀行及び証券
会社を相手として行っております。
② 市場リスクの管理
(ⅰ) 金利リスクの管理

当社グループは、ALMによって金利の変動リスクを管理しております。ALMに関する
規則において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記しており、ALM委員会において
決定された方針に基づき、取締役会において実施状況の把握、今後の対応等の協議を
行っております。日常的には財務経理部において金融資産及び負債の金利や期間を
総合的に把握し、金利感応度（ギャップ）分析等によりモニタリングを行っておりま
す。なお、ALMにより、金利の変動リスクをヘッジするための金利スワップのデリバ
ティブ取引も行っております。
(ⅱ) 価格変動リスクの管理

（営業）投資有価証券を含む投資商品については、ALM方針に基づき、投資案件に
ついて、事前審査、投資限度額の設定のほか、継続的なモニタリングを通じて価格変
動リスクの軽減を図っております。また、業務・資本提携を含む事業推進目的で保有
している株式については、関係部門を通じて、取引先の市場環境や財務状況などをモ
ニタリングしております。
これらの情報は関係部門を通じて、ALM委員会等において定期的に報告されており

ます。
(ⅲ) デリバティブ取引

デリバティブ取引に関しては、取締役会で定められた社内管理規程に基づき、予め
取締役会で承認された取引総枠、ヘッジ比率の範囲内で、所定の手続きを経て財務経
理部が執行しております。なお、デリバティブ取引の状況は、四半期ごとに取締役会
に報告しております。

また、連結子会社のデリバティブ取引については、各社が定めた管理規程に基づき
行われております。取引期間中において、四半期ごとにデリバティブ取引と対応債権
債務とのヘッジ状況、契約先、取引金額、残存期間、取引時価を当社に報告すること
としております。

－ 8 －
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(ⅳ) 市場リスクに係る定量的情報
当社グループにおいて、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる

金融商品は、「割賦売掛金」、「短期借入金」、「長期借入金」、「社債」、「債権
流動化借入金」、「金利スワップ取引」であります。

当社グループでは、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の合
理的な予想変動幅を用いた当面１年間の損益に与える影響額を、金利の変動リスクの
管理にあたっての定量的分析に利用しております。当該影響額の算定にあたっては、
対象の金融資産及び金融負債を固定金利群と変動金利群に分けて、変動金利資産と変
動金利負債の差額を金利ギャップ額として算定しております。

金利以外のすべてのリスク変数が一定であることを仮定し、平成26年３月31日現
在、指標となる金利が１ベーシス・ポイント（0.01％）上昇したものと想定した場合
には、税金等調整前当期純利益が40百万円減少し、１ベーシス・ポイント（0.01％）
下落したものと想定した場合には、税金等調整前当期純利益が40百万円増加するもの
と把握しております。当影響額は、金利を除くリスク変数が一定の場合を前提として
おり、金利とその他のリスク変数との相関を考慮しておりません。また、金利の合理
的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が生じる可能性
があります。
③ 資金調達に係る流動性リスクの管理

当社グループは、ALMを通じて、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様
化、複数の金融機関からのコミットメントラインの取得、市場環境を考慮した長短の
調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を
採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
　また、「2．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約
額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではあ
りません。

－ 9 －
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2. 金融商品の時価等に関する事項
平成26年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。また、連結貸借対照表計上額の重要性が乏しい科目については、
記載を省略しております。

資産

(1) 現金及び預金 （単位　百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
現金及び預金 52,742 52,742 －

満期のない預金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっております。

(2) 割賦売掛金 （単位　百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
割賦売掛金 1,396,495
貸倒引当金 △43,557

合計 1,352,937 1,405,056 52,119

割賦売掛金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸付先
の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから
当該帳簿価額によっております。一方、固定金利によるものは、貸付金の種類及び期間に
基づく区分ごとに、対象金融資産から発生する将来キャッシュ・フロー期間を算定し、信
用リスク等を控除したものを市場利子率（リスクフリーレート）で割り引いて時価を算定
しております。貸倒懸念債権については、連結決算日における貸借対照表価額から現在の
貸倒見積高を控除した金額が時価に近似していると想定されるため、当該価額をもって時
価としております。

また、割賦売掛金のうち、当該貸付を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済
期限を設けていないものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価
額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。

なお、将来の利息返還については、当該時価算定には反映しておりません。

(3) リース投資資産 （単位　百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
リース投資資産 225,333
貸倒引当金 △7,551

合計 217,781 229,007 11,225

リース契約期間に基づく区分ごとに、元利金の将来キャッシュ・フロー期間を算定し、
債務者の信用リスク等を控除したものを市場利子率（リスクフリーレート）で割り引いて
時価を算定しております。

－ 10 －
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(4) 営業投資有価証券及び投資有価証券 （単位　百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
営業投資有価証券 8,722 8,722 －
投資有価証券(その他) 60,773 60,773 －
投資有価証券(関係会社株式) 6,918 8,733 1,815

これらの時価について、上場株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格や
取引金融機関から提示された価格、又は裏付資産の価値から合理的に算定される価格によ
っております。また、投資信託については、公表されている基準価格によっております。
投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資については、組合財産を時価評価で
きるものには時価評価を行ったうえ、当該時価に対する持分相当額を組合出資金の時価と
みなして計上しております。

また、次表のとおり、非上場株式など、市場価格がなく、時価を把握することが極めて
困難と認められる金融商品は時価開示の対象とはしておりません。

（単位　百万円）

非上場株式 9,163
関係会社株式 52,764
その他 11,038

(有価証券関係）
1．その他有価証券で時価のあるもの（平成26年３月31日） （単位　百万円）

種類
連結貸借対照表

計上額
取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの
①　株式 57,646 28,745 28,900
②　債券

社債 － － －
③　その他 882 660 222

小計 58,528 29,405 29,122
連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの
①　株式 2,939 3,243 △303
②　債券

社債 6,904 6,904 －
③　その他 1,122 1,122 －

小計 10,967 11,270 △303
合計 69,495 40,676 28,819

（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を377

百万円行っております。

－ 11 －
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2．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）
（単位　百万円）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
1,501 0 253

(5) 短期貸付金 （単位　百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
短期貸付金 6,480
貸倒引当金 △0

合計 6,479 6,479 －

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

(6) 長期貸付金 （単位　百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
長期貸付金 11,206
貸倒引当金 △0

合計 11,205 11,205 －

長期貸付金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため、貸付先
の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似していることから
当該帳簿価額によっております。また、貸倒懸念債権については、連結決算日における貸
借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額が時価に近似していると想定される
ため、当該価額をもって時価としております。

負債
(1) 支払手形及び買掛金 （単位　百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
支払手形及び買掛金 273,444 273,444 －

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

(2) 短期借入金 （単位　百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
短期借入金 199,160 199,160 －

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

(3) コマーシャル・ペーパー （単位　百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
コマーシャル・ペーパー 115,000 115,000 －

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

－ 12 －
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(4) 長期借入金（１年内返済予定含む） （単位　百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
長期借入金
（１年内返済予定含む）

820,174 828,818 △8,644

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映していることか
ら、信用スプレッドの変動のみを時価評価しております。現時点での信用スプレッドにつ
いては、当社及び連結子会社が現時点での類似した条件で平均残余期間の借入金を新たに
行う時に金融機関により提示されると思われる借入金の信用スプレッドを用いておりま
す。評価差額の算定方法は、信用スプレッドの変動による利息の差分を一定の期間ごとに
区分し、各期間に相当する市場金利（リスクフリーレート）で割り引いております。固定
金利によるものは、一定の期間ごとに区分した当該長期借入金の元利金の合計額を同様の
借入において想定される利率で割り引いて時価を算定しております。

(5) 社債（１年内償還予定含む） （単位　百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
社債（１年内償還予定含む） 275,437 279,637 △4,199

当社の発行する社債のうち、公募債の時価は、市場価格（日本証券業協会が定める公社
債店頭売買参考統計値）によっております。当社の発行する私募債は、当社の主要取引銀
行が相対で引受けたものであり、時価の計算は(4) 長期借入金と同等の方法で算定してお
ります。

(6) １年内返済予定の債権流動化借入金 （単位　百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
１年内返済予定の
債権流動化借入金

7,493 7,511 △17

債権流動化借入金の時価は、当社の信用力の変動の影響を受けないと考えられることか
ら、市場金利の変動による時価変動の影響のみを算定しております。債権流動化借入金の
うち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映していることから、時価は帳簿価
額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるも
のは、一定の期間ごとに区分した当該債権流動化借入金の元利金の合計額を同様の債権流
動化借入において想定される利率で割り引いて時価を算定しております。

(7) リース債務（１年内返済予定含む） （単位　百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
リース債務
（１年内返済予定含む）

3,474 3,474 －

元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引い
た現在価値により算出いたしますが、その時価は帳簿価額に近似していることから、当該
帳簿価額によっております。

(8) 保証契約 （単位　百万円）

連結貸借対照表計上額 時価 差額
保証契約 － 18,039 18,039

契約上の保証料の将来キャッシュ・フローを算定し、債務者の信用リスク等を控除した
ものを現在価値に割り引いたものを時価としております。

なお、偶発債務の保証契約額は、230,052百万円であり、連結貸借対照表上に債務保証
損失引当金として4,296百万円計上しております。
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デリバティブ取引
取引の時価等に関する事項
ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
金利関連 （単位　百万円）

契約額等
契約額等の
うち１年超

時価 評価損益

市場取引以外の取引
金利スワップ取引
受取変動・支払固定

5,500 5,500 △76 88

合計 5,500 5,500 △76 88

（注） 時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
金利関連 （単位　百万円）

ヘッジ会計の方法 デリバティブ取引の種類等
主なヘッジ

対象
契約額等

契約額等の
うち１年超

時価

原則的処理方法
金利スワップ取引
受取変動・支払固定

長期借入金
及び社債

164,200 104,200 △1,866

金利スワップの特例処理

金利スワップ取引

受取変動・支払固定 長期借入金
及び社債
長期借入金

261,165 190,695 △3,547

受取固定・支払変動 5,000 5,000 76
合計 430,365 299,895 △5,337

（注） 時価の算定方法　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

(賃貸等不動産に関する注記)
１．賃貸等不動産の状況に関する事項
　当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸等不動産（整理事業
関連資産を含む）を有しております。
２．賃貸等不動産の時価に関する事項　　           (単位　百万円)

連結貸借対照表計上額 時価

111,944 127,912

 (注) 1.連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額でありま

す。

2.期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調

整を行ったものを含む）であります。

(１株当たり情報に関する注記)
1. １株当たり純資産額 2,284円14銭
2. １株当たり当期純利益 139円24銭

(重要な後発事象に関する注記)
　該当事項はありません。

－ 14 －
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個別注記表

(重要な会計方針に係る事項に関する注記)
1. 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額については、全部純資産直入法により処理し
ております。また、売却原価については、移動平均法に
より算定しております。）

時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への
出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみ
なされるもの）については、組合契約に規定される決算
報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持
分相当額を純額で取り込む方法によっております。

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法
デリバティブ　　　　　　　時価法

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品　　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

よる簿価切下げの方法により算定）
貯蔵品　　　　　　　　　　最終仕入原価法

2. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産　　　　　　　定額法

(リース資産を除く)　　　　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規
定する方法と同一の基準によっております。

(2) 無形固定資産　　　　　　　定額法
(リース資産を除く)　　　　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と

同一の基準によっております。但し、ソフトウエアにつ
いては利用可能期間（５年又は10年）に基づく定額法に
よっております。

(3) リース資産　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零として算定す
る定額法によっております。
なお、リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所
有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き
続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に
よっております。

(4) 長期前払費用　　　　　　　均等償却によっております。なお、償却期間については、
法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりま
す。

－ 15 －
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3. 引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

割賦売掛金等の諸債権及びリース投資資産の貸倒損失に備えるため、一般債権及び要
注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間にお
ける各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率に基づき引き当てており、破産更生債権
等については、回収不能見込相当額を計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額のうち当事業年度にお
ける負担額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金
役員賞与の支給に備えて、当事業年度における支給見込額を計上しております。

(4) 利息返還損失引当金
将来の利息返還の請求に備え、過去の返還実績等を勘案した必要額を計上しておりま
す。

(5) 商品券回収損失引当金
当社が発行する商品券等の未回収分について、一定期間経過後に収益計上したものに
対する将来の引換請求に備えるため、過去の回収実績を勘案した必要額を計上してお
ります。

(6) 債務保証損失引当金
債務保証のうち提携金融機関が行っている個人向けローン等に係る債務保証につい
て将来発生する危険負担に備えるため、将来発生すると見込まれる損失見込額を、実
績率等を勘案して債務保証損失引当金として計上しております。

(7) ポイント引当金
クレジットカードの利用促進を目的としてカード会員に提供しているポイント制度
における将来の交換費用の支出に備えるため、交換実績等に基づき将来発生すると見
込まれる交換費用負担額を計上しております。

－ 16 －
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4. 収益の計上基準
収益の計上は次の方法によっております。
（クレジットサービス事業）
包括信用購入あっせん
顧客手数料　　　　　　　残債方式又は7・8分法
加盟店手数料　　　　　　期日到来基準

カードキャッシング　　　　残債方式
証書ローン　　　　　　　　残債方式
業務代行　　　　　　　　　取扱高発生基準
クレジットサービス関連
個別信用購入あっせん

顧客手数料　　　　　　残債方式又は7・8分法
加盟店手数料　　　　　期日到来基準

（リース事業）
リース　　　　　　　　　　売上高を計上せずに利息相当額を各期へ配分する方法
個別信用購入あっせん　　　7・8分法

（ファイナンス事業）
信用保証　　　　　　　　　残債方式
ファイナンス関連
各種ローン等　　　　　　残債方式

5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) 繰延資産の処理方法

社債発行費
社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

(2) ヘッジ会計の処理
ヘッジ会計の要件を満たす取引については繰延ヘッジ処理によっております。なお、
特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例処理によっております。

(3) 消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式で計上しております。但し、固定資産に係る控除対象
外消費税等は長期前払消費税等として、投資その他の資産の「その他」に計上し、均
等償却しております。

－ 17 －
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(貸借対照表に関する注記)
1. 割賦売掛金

割賦売掛金残高の内訳
部 門 別 期 末 残 高

クレジットサービス事業
包括信用購入あっせん(注) 864,582百万円
カードキャッシング 218,798百万円
証 書 ロ ー ン 12,641百万円
業 務 代 行 102,202百万円
クレジットサービス関連 694百万円

リ ー ス 事 業
リ ー ス 43,512百万円

フ ァ イ ナ ン ス 事 業
信 用 保 証 1,092百万円
フ ァ イ ナ ン ス 関 連 64,991百万円

計 1,308,516百万円
（注）　当事業年度末において、流動化している割賦売掛金残高は次のとおりであります。

カードショッピング（包括信用購入あっせん）

１回払い債権等 48,000百万円

なお、割賦売掛金に含まれている流動化に伴う未収金債権は次のとおりであります。

カードショッピング（包括信用購入あっせん）

１回払い債権等 5,932百万円

2. 割賦利益繰延
部 門 別 期 末 残 高 （うち加盟店手数料）
包括信用購入あっせん 4,592百万円 （4,228百万円）
クレジットサービス関連 56百万円 （   13百万円）
リ ー ス 2,186百万円 （   －百万円）

計 6,835百万円 （4,241百万円）

3. 有形固定資産の減価償却累計額 14,058百万円

4. 担保に供している資産及び担保に係る債務

担保に供している資産 担保に係る債務

種　　類 期末残高 種　　類 期末残高

リース投資資産 7,493百万円
１年内返済予定の
債権流動化借入金

7,493百万円

計 7,493百万円 計 7,493百万円

5. ｢１年内返済予定の債権流動化借入金」は、リース投資資産の流動化に伴い発生した債務
であります。

－ 18 －
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6. 投資有価証券のうち1,253百万円及び関係会社株式のうち16百万円については、株券貸借
契約を締結しております。

7. 偶発債務
(1) 債務保証

提携金融機関が行っている個人向けローンに係る顧客 209,318百万円
提携金融機関が行っている絵画担保融資に係る顧客 76百万円
㈱アトリウムリアルティ 476百万円

計 209,871百万円

(2) 連帯債務
会社分割により㈱コンチェルトに承継した預り保証金等に関し返還義務が生じた
場合の債務について債権者に対し連帯債務を負っておりますが、負担割合は㈱コン
チェルト100％とすることで同社と合意しており、貸借対照表に連帯債務の金額は
計上しておりません。
なお、当事業年度末における連帯債務残高は、547百万円であります。

8. 関係会社に対する金銭債権・債務
金　銭　債　権 109,505百万円
金　銭　債　務 92,471百万円

 9. 貸出コミットメント
（貸手側)

当社は、主にクレジットサービス事業において、クレジットカード業務に附帯するキャ
ッシングサービス及びカードローン業務を行っております。
当該業務及び関係会社に対する極度貸付における貸出コミットメントに準ずる貸出未実
行額は次のとおりであります。

貸 出 コ ミ ッ ト メ ン ト の 総 額 4,594,308百万円
貸 出 実 行 残 高  612,886百万円

差  引  額 3,981,422百万円
なお、上記の貸出コミットメントに準ずる契約においては、その殆どがクレジットカー
ドの附帯機能であるキャッシングサービスとして当社の会員に付与しているものである
ため、必ずしも貸出未実行額の全額が貸出実行されるものではありません。

（借手側）
当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行５行と貸出コミットメント契約
を締結しております。当事業年度末における貸出コミットメントに係る借入金未実行額
は次のとおりであります。

貸 出 コ ミ ッ ト メ ン ト の 総 額 125,000百万円
借 入 実 行 残 高 －百万円

差  引  額 125,000百万円

－ 19 －
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(損益計算書に関する注記）
1. 部門別取扱高

部 門 別 取 扱 高 （うち元本取扱高）
クレジットサービス事業

包括信用購入あっせん 3,852,980百万円 （3,852,203百万円）
カードキャッシング 264,092百万円
証 書 ロ ー ン 13,853百万円
業 務 代 行 2,303,998百万円
クレジットサービス関連 29,986百万円 （   29,949百万円）

リ ー ス 事 業
リ ー ス 114,694百万円 （  113,264百万円）

ファイナンス事業
信 用 保 証 126,281百万円
ファイナンス関連 31,652百万円

不 動 産 関 連 事 業
不 動 産 19百万円

計  6,737,558百万円

2. 関係会社との取引高
営　　業　　収　　益 26,214百万円
営　　業　　費　　用 29,155百万円
営業取引以外の取引高 2,517百万円

(株主資本等変動計算書に関する注記)
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 1,735,974株

－ 20 －
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(税効果会計に関する注記)
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産）
資 産 除 去 債 務 88百万円
投 資 有 価 証 券 427百万円
関 係 会 社 株 式 30,289百万円
貸 倒 引 当 金 30,907百万円
利息返還損失引当金 6,447百万円
未 払 費 用 249百万円
未 払 事 業 税 844百万円
ポ イ ン ト 引 当 金 27,581百万円
債務保証損失引当金 1,496百万円
そ の 他 の 引 当 金 540百万円
長 期 前 受 収 益 124百万円
繰 延 ヘ ッ ジ 損 失 669百万円
そ の 他 1,964百万円
繰延税金資産小計 101,631百万円
評 価 性 引 当 額 △16,688百万円
繰延税金資産合計 84,943百万円

(繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 10,590百万円
繰 延 ヘ ッ ジ 利 益 3百万円
そ の 他 3,695百万円
繰延税金負債合計 14,290百万円
繰延税金資産の純額 70,652百万円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目
別の内訳
法定実効税率    38.01％

(調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.26％

住民税均等割 0.30％

受取配当金等の益金不算入 △2.43％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 4.07％

評価性引当額の増減 6.45％

その他 △0.05％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.61％

3.法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布
され、平成26年４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことに
なりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率
は、平成26年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については従来の
38.01％から35.64％になります。

－ 21 －
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　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は
1,421百万円減少し、法人税等調整額が同額増加しております。

(リースにより使用する固定資産に関する注記)
1. 当事業年度の末日におけるリース物件の取得原価相当額 99百万円
2. 当事業年度の末日における減価償却累計額相当額 95百万円
3. 当事業年度の末日におけるリース物件の未経過リース料相当額 8百万円
4. 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
5. 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分
方法については、利息法によっております。

－ 22 －
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(関連当事者との取引に関する注記)
子会社及び関連会社 （単位　百万円）

種類 会社名
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
㈱セゾン
ファンデ
ックス

直接100.0％ 役員の兼任
資金の貸付
(注１) 4,900

関係会社
短期貸付金

50,800

関係会社
長期貸付金

5,000

子会社
㈱アトリ
ウム

直接99.0％
間接 1.0％

役員の兼任

資金の貸付
(注１)

10,900

関係会社
短期貸付金
(注２)

95,344

関係会社
長期貸付金
(注２)

49,998

利息の受取
(注１)

2,071 - -

子会社
㈱アトリ
ウムリア
ルティ

直接100.0％ 役員の兼任

資金の回収
(注１) 33,300

関係会社
短期貸付金
(注２)

10,706

関係会社
長期貸付金
(注２)

121,908

利息の受取
(注１)

2,256 - -

子会社
㈱キュー
ビタス

直接 51.0％ 役員の兼任
資金の貸付
(注１)

12,000
関係会社
短期貸付金

57,500

関連
会社

㈱セブンＣ
Ｓカードサ
ービス

直接 49.0％ 役員の兼任
加盟店精算及び
割賦売掛金の回収
(注３)

732,740 割賦売掛金 56,727

関連
会社

ユーシー
カード㈱

直接 31.0％ 役員の兼任
加盟店精算及び
割賦売掛金の回収
(注３)

1,133,812
買掛金 82,299

未収入金 7,379

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) 1．貸付の利率については、市場金利等を勘案して決定しております。

2．㈱アトリウム及び㈱アトリウムリアルティへの関係会社短期貸付金、関係会社長期貸付金について
は、不動産等の担保差入を受けております。
また、㈱アトリウムリアルティに対する債権に対し、67,828百万円の貸倒引当金を計上しておりま
す。

3．加盟店精算及び割賦売掛金の回収に係る委託料は、市場価格等を勘案して決定しております。
4．取引金額には、消費税等は含まれておりません。

(１株当たり情報に関する注記)
1. １株当たり純資産額 2,002円13銭
2. １株当たり当期純利益 101円45銭

(重要な後発事象に関する注記)
　該当事項はありません。

－ 23 －

個別注記表




